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＜概要＞ 
 

 2025 年度は夏の参院選で自民党が大敗したことから石破茂首相が退陣し、10 月に

高市早苗新総裁が初の女性首相に選出。公明党が連立政権を離脱した後、日本維新の

会が新たな連立相手となるなど政局が目まぐるしく転換した。年明けの衆院選では自

民党が 300 議席を上回って圧勝し、維新と合わせて改憲発議が可能な 3 分の 2 の議席

を得て永田町の風景は一変した。 

 海外では 26年 1月 2月にトランプ政権が核問題交渉中のイランに突如空爆を開始。

イランも応戦して戦闘状態となったために原油価格が高騰するなど国際社会の動揺が

続いている。メディア業界も新聞の部数減、広告減に加え、紙代や運送費、人件費の

高騰が重なるの中で全国紙や地方紙で厳しい事業展開を迫られた。  

 こうした情勢の中、新聞通信調査会は研究者、現場記者を招いた講演会や「メディ

ア展望」の記事で国際情勢の分析や政界の深層を伝えるよう努めた。  

 特に注力したのは、ジャーナリズム関連の出来事に対する即時対応だ。参院選、衆

院選では SNS 上での「切り抜き動画」が若年層を中心とした有権者の投票行動に大き

く影響したとの観点から、識者や現場記者らに寄稿を求めた。また、国内外の世論調

査では新聞など他媒体調査との差別化を意識し、トランプ大統領の掲げる MAGA（米

国を偉大に）政策やネット上での選挙運動への見解などをただした。  

 管理面では 3 月に内閣府から 7 年ぶりの立ち入り検査を受けた。 
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＜事業活動＞ 
 

【Ⅰ】新聞通信事業に関する調査研究及び資料収集（公益目的事業１） 

1. 調査研究 

▽メディアに関する全国世論調査 

  本年度で 18 回目の調査はネット上の選挙運動やトランプ政権への見方をトピッ

クテーマに 7 月 18 日から 8 月 17 日に実施、10 月 11 日に公表した。ネット上の選

挙運動は「良い影響」が 56.8％と過半を占めた。トランプ大統領については「世界

に悪い影響」8 割。憲法に「自衛隊明記」は 7 割が賛成した。 

  定例質問のメディア別の信頼度調査では引き続き NHK がトップ。僅差で新聞、

民放テレビの順だった。 

  調査は、全国の 18 歳以上の 5000 人を対象に訪問留置法で行い 53・3％、2665

人から回答を得た。 

 

▽諸外国における対日メディア世論調査 

  第 12 回調査は 2025 年 11 月～12 月に米国、英国、フランス、韓国、タイ、ロシ

アの 6 か国の各国約 1,000 人を対象に実施し、2 月 7 日に公表した。トランプ大統

領は「世界に悪い影響」とする回答は各国で５割を超え、「トランプ的指導者」に 7

割以上が拒否感を示した。韓国の対日好感度は調査開始以来初めて 5 割を超えた。 

 

▽報道実務家フォーラムへの研究委託  

  報道実務家フォーラム（J フォーラム）に対して研究委託した「最新の取材・編

集知見」報告書の 2025 年度版を 12 月に受理し、1 月にホームページに掲載した。

24 年度からの事業で、委託費は 330 万円。 

 

2. 資料収集 

同盟通信社、メディア関係の資料、書籍の収集を継続した。  

 

【Ⅱ】新聞通信事業に関する講演会及び研究会の開催（公益目的事業 2） 

1． 月例講演会 

原則として毎月 1 回、東京・内幸町の日本プレスセンターで講演会を開催して

いる。講師は報道機関の現役記者、デスク、部長、編集委員、論説委員や各界の識

者らで参加無料。講演内容は当会発行の月刊誌『メディア展望』で紹介している。 

各回のテーマと講師は以下の通り。 

 

 4 月 2 日  「石破『泥船』政権の行方」  
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        講師：杉田 雄心氏(共同通信編集局次長) 

5 月 12 日 「トランプ関税と日本経済」  

        講師：川村 豊氏(時事通信経済部長) 

 6 月 2 日  「米中『開戦』の現状と行方」  

        講師：大熊 雄一郎氏(共同通信外信部記者) 

 7 月 4 日  「ウクライナ侵攻とロシアの今後」  

   講師：石井 将勝氏(時事通信外信部編集委員) 

9 月 3 日  「既成政党の衰退と多極化へ」  

        講師：手柴 大輔氏(共同通信政治部担当部長) 

 10 月 3 日 「トランプの世界」 

        講師：水本 達也氏(時事通信外信部長) 

 11 月 5 日  「日米関税交渉の検証と課題」  

        講師：建部 佑介氏(共同通信経済部デスク) 

 1 月 7 日  「習政権 3 期目の政局と外交」 

        講師：西村 哲也氏(時事通信解説委員) 

2 月 2 日   「ウクライナ現地取材 500 日」 

講師：小玉 原一郎氏(共同通信外信部次長) 

 3 月 4 日   「ドンロー主義の米国」 

        講師：渡邊 健作氏(時事通信外信部編集委員) 

 

2． 特別講演会 

月例講演会とは別に広い会場で時間も延長した特別講演会を毎年 1、2 回開催し

ている。参加費は無料。2025 年度第 1 回は 5 月 27 日に時事通信ホールで御厨

貴・東大名誉教授が「戦後 80 年の政治を考える」との演題で講演した。参加者は

会場参加、オンラインそれぞれ 100 人。 

第 2 回は 10 月 30 日、時事通信ホールで産経新聞ソウル駐在客員論説委員、神

田外語大客員教授の黒田 勝弘氏が「日韓 60 年とメディア」との演題で講演し、

来場者は 75 人 オンライン視聴者は 77 人だった。 

 

3.  シンポジウム 

国内や海外の時々の重要な社会問題をテーマに毎年 1、2 回シンポジウムを開催

している。参加費は無料。2025 年度第 1 回は「戦後 80 年とメディア～分断する情

報伝達の行方～」をテーマに 6 月 24 日、プレスセンターホールで開催した。小説

家の五木寛之氏が基調講演し、後半は小林伸年・時事通信社解説委員がコーディネ

ーターとなって、パネリストの伊藤昌亮氏（成蹊大学教授）堤未果氏（国際ジャー

ナリスト）臼田信行氏（中日新聞社前常務編集担当）が討論を展開した。会場の参

加者は約 165 人。オンライン参加は 137 人。 

第 2 回は「岐路に立つ日本の政党政治〜問われるメディアの立ち位置～」をテー
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マに 12 月 2 日、プレスセンターホールで開催。ノンフィクション作家の保阪正康

氏が基調講演し、後半のパネルディスカッションでは林尚行・朝日新聞コンテンツ

政策担当補佐役がコーディネーターとなり、パネリストの水島治郎氏（千葉大学大

学院教授）荻上チキ氏（評論家）が討論した。会場の参加者は 107 人。オンライン

参加は 105 人。映像はいずれも調査会のホームページでも視聴できるようにした。 

シンポジウムの内容は『メディア展望』で紹介するとともに詳細を書籍としてま

とめ、9 月と 3 月にそれぞれ 1000 部を発行、全国の主要図書館、都内図書館、全国

の主要大学などに寄贈した。 

 

【Ⅲ】新聞通信事業に関する研究発表及び普及啓発（公益目的事業 3） 

1． 月刊誌『メディア展望』発行 

『メディア展望』は 4 月以降発送費が 2 倍以上に値上がりしたため、2025 年 4 月

の更新月より現状 1500 円から 3000 円（税・送料込）へ価格改定した。また 26 年 4

月スタートするスマホ WEB 対応の準備を進めた。 

編集面では月例講演会のトップ採録を極力抑え、「SNS と選挙」などメディア関連

の事象に素早く対応することを申し合わせた。 

A4 判で各号 40～48 ㌻。1997 年以降のバックナンバーと最新号の内容はすべてホ

ームページにアップし、無料で見られるが、印刷物で読みたい読者向けに毎月 2150

～2300 部を発行、全国の主要図書館、大学、報道機関などに寄贈している。 

 

2.  出版補助 

2025 年度は 2 月から 6 月末の 5 カ月間、作品を募集して 9 月に選考委員会を開

催し、NHK 放送文化研究所主任研究員、宮田章氏の『ドキュメンタリー番組の形

式研究～NHK 番組の現実の語り方（1937～64）～』(仮題)を助成対象に決定した。 

出版補助はメディア研究の学者、ジャーナリストらの研究成果の出版を支援する

制度で国内、国外から広く作品を募り、応募作品から 1、2 点を選び編集から印刷、

製本までの費用を当会が全額負担する制度。26 年度募集は 1 月 30 日に開始した。 

 

3.  写真展 

  2025 年度は「食の戦後史－飢餓、飽食、美食－」を 2 月 10 日から 27 日まで汐

留シオサイト地下歩道で開催。飢餓から始まり飽食、美食に至る「食の戦後史」を

たどり、この国の世相や生活の変化、食にまつわる事件・事故を 101 枚の写真で振

り返った。来場者は約 30600 人。図録は全国の図書館、大学などに寄贈した。  

  24 年度に開催した「戦争と平和」は中国新聞の要請で 25 年 6 月 12～23 日に旧

日銀広島支店で追加開催。また専修大学と NPO 法人アウシュビッツ記念館からも

同様の要請があり、夏から秋にかけて専大生田キャンパス、神田キャンパス、福島

県白河市で規模を縮小して開催した。  

報道写真は歴史の証言者である。当会は報道写真をテーマに沿って時系列で展示
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することにより、日本の歴史を振り返る写真展を毎年開催している。歴史の「定点

観測者」としての通信社の役割についての理解を深めるとともに報道写真の重要性

を訴えることが主な目的である。 

 

4． 通信社ライブラリー 

  2025 年度の来館者は、年間約 1000 人となった。蔵書数は約 1 万 13180 点。コロ

ナ禍の閉館中に資料にカビが発生したため、環境調査後の昨年度末に閉架書庫に除湿

器を設置した。設置後、一番問題のあった閉架書庫の湿温度は適切に管理され、資料

保存に適した環境となった。また、開架でもカビを発生させない為、専門業者に委託

し、簡易清掃とカビ防除作業（徐カビ剤の噴霧）を行った。  

 

5.  ボーン・上田記念国際記者賞 

  2025 年度は 10 件の推薦があり、2 回の選考会の結果、共同通信政治部の福田公

則記者、毎日新聞カイロ支局長の金子淳記者の 2 人に正賞を、また日本テレビ国際

部の坂井英人記者に特別賞をそれぞれ授与することを 2 月 25 日に発表した。 

  福田記者は海上自衛隊の護衛艦が  2024 年 7 月に中国領海内に誤って侵入した

際、中国が警告射撃として少なくとも２発の砲弾を発射していたことや、両国防衛

当局間のホットラインが使われていなかったことなど両政府が秘匿してきた日中

対立最前線の実態を明らかにした。  

金子記者はアサド政権が崩壊したシリアに入り、最後の首相を務めたジャラリ氏

の単独インタビューを通して独裁政権の最後の瞬間を生々しく報じた。   

坂井記者はロシアの侵攻後のウクライナの子供たちを継続して取材し、緊迫  

感のある映像で親を亡くした子らの喪失感や心の傷を克明に描き出した。  

授賞式は 3 月 19 日に日本プレスセンタービル 9 階で行われ、20 日には横浜のニ

ュースパーク（日本新聞博物館）で記念講演会を開いた。  

2025 年はボーン賞創設 75 年となることから、歴代の受賞者 36 人が当時の秘話

や国際報道への見解を綴った記念書籍『記者は何を見たのか』を 12 月 1 日に出版。

11 月 26 日にはプレスセンタービル 10 階で 75 周年を祝う会を開催し、約 100 人の

関係者が集った。祝う会までの 10 日間にはプレセンのエントランスホールで記念

写真展、ジュンク堂で国際報道ブックフェアを開催した。  

 

6 アーカイブ事業 

  同盟通信社の理事会と社員総会の全議事録、計 48 回分をデジタルアーカイブ「同

盟通信社資料公開サイト」で 7 月 16 日に公開。3 月 18 日には同盟通信社が 1936

（昭和 11）年に創刊し、おおむね月 1 回発行していた社内報「同盟通信社報」のう

ち、調査会が所蔵する 68 号分をデジタルアーカイブ「同盟通信社資料公開サイト」

で公開した。 

同盟通信社やその前身である新聞聯合社、国際通信社などの関係書籍、資料をイ
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ンターネットで公開するデジタルアーカイブ事業は 2017 年度からスタート。 

 

7 出版事業 

  1923 年の関東大震災から 45 年の終戦前後まで、激動の時代を記録したかつての

同盟通信カメラマンの活動を振り返った『昭和の報道写真秘話』(沼田清著)を 7 月

20 日に発刊。 

  ジェンダー、性的少数者、貧困、疾病・障害などさまざまな切り口で、メディア

の報じ方や多様性の確保を考察したニュースパーク（日本新聞博物館）の企画展を

書籍化し、ジャーナリズムの在り方を問う『多様性―メディアが変えたもの メデ

ィアを変えたもの』(編著・ニュースパーク＋新聞通信調査会)を 9 月 30 日に発刊し

た。 

 災害に直面した時の報道の手法や在り方を実例をもとに解説した『記者のための

災害前線報道ハンドブック』を 1 月 30 日に発刊した。 

 

【Ⅳ】その他この法人の目的達成に必要な事業 

 

1. 教育奨励賞 

  2025 年度の特別賞は、生徒主体の防犯組織が SNS 上での犯罪被害防止を目指し、

中学校への出前授業でネット空間の危険性や効果的な対策などについて啓発活動

を実施している徳島県石井町の県立名西高等学校に贈ることが決まり、9 月 25 日に

授賞式が時事通信ホールで行われた  

新聞通信調査会は、時事通信社が主催し文科省が後援している「教育奨励賞」事

業に協賛団体として参加している。時事通信社が「文部科学大臣奨励賞・優秀賞」

「優秀賞」、当会はメディアリテラシー教育に取り組み、顕著な成果を上げた学校

に「特別賞」を授与している。 
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＜管理部門＞ 
 

【Ⅰ】理事会・評議員会等 

▽2025 年 5 月 21 日 

・2025 年度第 1 回理事会 

 開催場所     日本プレスセンタービル 1 階 新聞通信調査会会議室 

 決議事項   2024 年度決算と事業報告、評議員会招集（以上承認） 

 報告事項   代表理事の職務執行状況報告、次期理事・監事候補者、次期評議員候

補者 

 出席等    決議に必要な出席理事の数 8 名、出席 12 名、欠席 2 名、監事出席 

2 名 

 

▽2025 年 6 月 11 日 

・2025 年度第 1 回評議員会 

 開催場所   日本プレスセンタービル 9 階会見場 

 決議事項   2024 年度決算、理事・監事選任、評議員選任（承認） 

 報告事項   2024 年度事業報告 

 出席等    決議に必要な出席評議員の数 9 名、出席 15 名、欠席 3 名、監事出席

2 名 

 

▽2025 年 6 月 11 日 

・2025 年度第 2 回理事会 

 開催場所   日本プレスセンタービル 9 階会見場 

 決議事項   代表理事互選（承認） 

 報告事項   なし 

 出席等    決議に必要な出席理事の数 8 名、出席 13 名、欠席 1 名、監事出席 

2 名 

 

▽2025 年 7 月 16 日 

・2025 年度第 3 回理事会 

 開催場所  日本プレスセンタービル 1 階 新聞通信調査会会議室 

 決議事項  評議員会召集（承認） 

 報告事項  代表理事の職務執行状況報告  

 出席等   決議に必要な出席理事の数 8 名、出席 14 名、欠席 0 名、監事出席 

2 名 
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▽2025 年 11 月 19 日 

・2025 年度第 2 回評議員会 

 開催場所   日本プレスセンタービル 9 階会見場 

 決議事項   なし 

 報告事項   2024 年度上半期決算報告、上半期事業報告 

 出席等    決議に必要な出席評議員の数 9 名、出席 15 名、欠席 3 名、監事出席

2 名 

 

▽2025 年 11 月 19 日 

・2025 年度第 4 回理事会 

 開催場所  日本プレスセンタービル 9 階小会議室 

 決議事項  なし 

 報告事項  上期決算、上期事業、代表理事の職務執行状況報告 

 出席等   決議に必要な出席理事の数 8 名、出席 14 名、欠席 0 名、監事出席 

2 名 

 

▽2026 年 1 月 21 日 

・2025 年度第 5 回理事会 

 開催場所  日本プレスセンタービル 1 階 新聞通信調査会会議室 

 決議事項  評議員会招集（承認） 

 報告事項  2026 年度予算案概要、代表理事の職務執行状況報告  

 出席等   決議に必要な出席理事の数 8 名、出席 14 名、欠席 0 名、監事出席 

2 名 

 

▽2026 年 3 月 18 日 

・2025 年度第 6 回理事会 

 開催場所  日本プレスセンタービル 9 階 大会議室 

 決議事項  2026 年度事業計画、資産運用の一部見直し、26 年度予算と資金調達

及び設備投資、公益充実積立金規程制定、定款の一部変更、26 年度個

別理事報酬、役員賠償責任保険加入継続、（以上承認） 

 報告事項  代表理事の職務執行状況報告  

 出席等   決議に必要な出席理事の数 8 名、出席 13 名、欠席 1 名、監事出席 

2 名 

 

▽2026 年 3 月 18 日 

・2025 年度第 3 回評議員会 
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 開催場所   日本プレスセンタービル 9 階会見場 

 決議事項   資産運用の一部見直し、定款の一部変更（承認） 

 報告事項   2026 年度事業計画、26 年度予算と資金調達及び設備投資  

 出席等    決議に必要な出席評議員の数 9 名、出席 18 名、欠席 0 名、監事出席

2 名 

 

【Ⅱ】公益財団法人の運営等に関する情報公開 

内閣府に申請した 2024 年度事業報告、貸借対照表、損益計算書、財産目録、2025

年度事業計画書、2025 年度予算書をホームページで公開した。  

 

【Ⅲ】庶務事項 

  特になし 

 

【Ⅳ】職員の状況 

  特になし 

 

【Ⅴ】付属明細書 

2024 年度事業報告には「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第 34 条第 3 項に規定する付属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が

存在しないので作成しない。 

以上                                                          


